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諮問庁：厚生労働大臣 

諮問日：令和４年１０月１７日（令和４年（行情）諮問第５８７号） 

答申日：令和５年９月４日（令和５年度（行情）答申第２５８号） 

事件名：特定日開催の中央社会保険医療協議会総会における歯科診療報酬点数

表の点数の改正の根拠が分かる文書等の開示決定に関する件（文書

の特定） 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙の１に掲げる文書（以下「本件請求文書」という。）の開示請求に

つき，別紙の２に掲げる文書（以下「本件対象文書」という。）を特定し，

開示した決定については，本件対象文書を特定したことは，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，令和４年４月１１日付け厚生労働省発

保０４１１第８号により厚生労働大臣（以下「処分庁」又は「諮問庁」と

いう。）が行った開示決定（以下「原処分」という。）について，文書の

特定に不服がある。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人の審査請求の理由は，審査請求書及び意見書の記載によると，

おおむね以下のとおりである（なお，資料の記載は省略する。）。 

（１）審査請求書 

ア 事実認定の前提 

前提となる事実を確認すると，以下のとおりである。 

（ア）本件開示請求において，審査請求人が開示を求めた文書（本件請

求文書）は，以下のとおりである。 

「２０２２年２月９日に開催された中央社会保険医療協議会総会

（第５１６回）における答申書別紙１－２歯科診療報酬点数表「別

表第二 歯科診療報酬点数表」（以下，第２において「答申書別紙」

という。）における改正となった点数の根拠がわかる資料及び改正

となった「注」に関する検討内容がわかる資料」 

（イ）原処分において，処分庁が開示した行政文書（本件対象文書）は，

以下のとおりである。 

ａ ２０２１年８月４日中医協資料 歯科医療その１ 

ｂ ２０２１年８月２５日中医協資料 在宅（その１）在宅歯科医
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療について 

ｃ ２０２１年１１月１０日中医協資料 在宅（その４）在宅歯科

医療について 

ｄ ２０２１年１２月１０日中医協資料 歯科医療（その２） 

イ 本件開示決定に対する審査請求人の認否・反論 

原処分は対象文書の特定が不十分であり，認められない。その理由

は，以下のとおりである。 

（ア）答申書別紙の記載内容の一部は本件対象文書には記載されていな

い 

答申書別紙に記載されている内容の一部が本件対象文書には記載

されていない事実から，本件対象文書の他に，本件請求文書に該当

する文書が存在することは明らかである。 

具体例として，本件対象文書に記載されていない答申書別紙の記

載内容の主な例（下記の下線部）を以下に列記する（下記のページ

数は，答申書別紙のページ数を示す。）。 

ａ １ページ Ａ０００初診料 １ 歯科初診料 ２６４点 

ｂ １ページ Ａ０００初診料 １ 歯科初診料 注１０「（略）

歯科診療特別対応連携加算として，月１回に限り１５０点を所定

点数に加算する。」 

ｃ １ページないし２ページ Ａ０００初診料 １ 歯科初診料 

注１２「電子的保健医療情報活用加算」 

ｄ ２ページ Ａ００２再診料 １ 歯科再診料 ５６点 

ｅ ２ページ Ａ００２再診料 注１０「電子的保健医療情報活用

加算」 

ｆ ４ページ Ｂ０００―４歯科疾患管理料 注８「１６歳未満の

う蝕に罹患している患者（以下略）」 

ｇ ５ページ Ｂ０００―４―２小児口腔機能管理料注１「（略）

口腔機能の発達不全を有する１８歳未満の児童に対して（以下

略）」 

ｈ １０ページ Ｂ００６―３―５こころの連携指導料（Ⅰ） 

ⅰ １１ページ Ｂ０１１―２連携強化診療情報提供料 

ｊ １５ページ Ｃ０００歯科訪問診療料 注１６「（略）通信画

像情報活用加算として，患者１人につき月１回に限り，３０点を

所定点数に加算する。」 

ｋ １９ページ Ｄ００２―６口腔細菌定量検査（１回につき）１

３０点 

ｌ ２０ページ 第４部 画像診断 通則５ ニ 歯科部分パノラ

マ断層撮影の場合（１口腔１回につき）１０点 
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ｍ ２１ページ Ｅ０００写真診断 ２ 特殊撮影 ロ 歯科部分

パノラマ断層撮影の場合（１口腔１回につき）２０点 

ｎ ２１ページないし２２ページ Ｅ１００歯，歯周組織，顎骨，

口腔軟組織，２ 特殊撮影 ロ 歯科部分パノラマ断層撮影の場

合（１口腔１回につき）２８点 

ｏ ２５ページ Ｉ００１歯髄保護処置（１歯につき） １ 歯髄

温存療法 １９０点 

ｐ ２６ページ Ｉ００８―８加圧根管充填処置（１歯につき） 

注４ 注３に規定する場合であって，Ｎｉ­Ｔｉロータリーファ

イルを用いて根管治療を行った場合は，Ｎｉ­Ｔｉロータリーフ

ァイル加算として，１５０点を更に所定点数に加算する。 

ｑ ２６ページ Ｉ０１０歯周病処置（１口腔１回につき） 

ｒ ２７ページ Ｉ０１１歯周基本治療 ６ 区分番号Ｄ００２－

６に掲げる口腔細菌定量検査に基づく歯周基本治療については，

１により算定する。 

ｓ ３０ページ Ｉ０３０機械的歯面清掃処置（１口腔につき）７

２点 

ｔ ３１ページ Ｉ０３１フッ化物歯面塗布処置 ２ 初期の根面

う蝕に罹患している患者の場合 １１０点 

ｕ ３２ページ Ｊ０００抜歯手術 ２ 前歯 １６０点 

ｖ ４０ページ Ｍ００１歯冠形成 ２（略）「（略）レジン前装

チタン冠のための支台歯の歯冠形成は，４９０点を所定点数に加

算する。」 

ｗ ４０ページ Ｍ００２支台築造 ロ ファイバーポストを用い

た場合 （１）大臼歯 １９６点 

ｘ ４１ページ Ｍ００２―２支台築造印象（１歯につき）５０点 

ｙ ４２ページ Ｍ０１０―２チタン冠（１歯につき）１，２００

点 

ｚ ４３ページ Ｍ０１１―２レジン前装チタン冠（１歯につき）

１，８００点 

ａａ ４３ページ Ｍ０１５－３ＣＡＤ／ＣＡＭインレー（１歯に

つき）７５０点 

ａｂ ４４ページ Ｍ０２１－３磁性アタッチメント（１個につき） 

ａｃ ４５ページ Ｍ０２９有床義歯修理（１床につき）２６０点 

ａｄ ４５ページ 第３章 経過措置「第１章の規定にかかわらず，

区分番号Ａ０００の注１２のただし書の規定による加算は，令

和６年３月３１日までの間に限り，算定できるものとする。」 

（２）意見書 
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ア 事実認定の前提 

前提となる事実を確認すると，以下のとおりである。 

（ア）中央社会保険医療協議会 診療報酬改定結果検証部会 

ａ ２０２１年１２月１日に開催された中央社会保険医療協議会

（以下「中医協」という。）診療報酬改定結果検証部会（第６４

回）の資料「令和２年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査

（令和３年度調査）の報告書案について」の「検－５－１かかり

つけ歯科医機能の評価や歯科疾患管理料の評価の見直しの影響及

び歯科疾患の継続的管理等の実施状況調査報告書（案）概要」に

は，以下の記載がなされている。 

（引用開始） 

調査の概要① 

１ 調査の目的 

○ 令和２年度診療報酬改定において，歯科医療機関における

院内感染防止対策を推進する観点から，歯科初診料及び歯科

再診料の引き上げを行うとともに，院内感染防止対策に関す

る施設基準についての見直しを行った。また，歯科疾患の重

症化予防に関する継続的な管理を推進するため，歯科疾患管

理料の初診の属する月及び長期管理時の評価の見直しを行う

とともに，歯周病安定期治療の対象となっていない歯周病を

有する患者に対する評価を新設した。 

○ これらの見直しを踏まえ，歯科疾患の継続的管理の状況や

かかりつけ歯科医機能等を検証するため調査を行う。（以下

略） 

施設調査の結果⑤ 

＜歯科点数表の初診料の注１に規定する施設基準の届出を行っ

ていない理由＞（報告書ｐ１８，３０） 

かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所以外の歯科診療所（そ

の他の歯科診療所）で「歯科点数表の初診料の注１に規定する

施設基準」を届出ている施設（参考：図表２―１１）は９０．

３％であった。また，届出を行っていない理由についてみると，

「院内感染防止対策に係る研修を受講している常勤の歯科医師

がいない」が２８．６％で最も多かった。 

なお，「その他」の回答としては，高齢で手続きが煩雑のため，

今後届出申請予定があげられた。（以下略） 

施設調査の結果⑦ 

＜小児口腔機能管理料＞（報告書ｐ４９，５２） 

【小児口腔機能管理料】 
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小児口腔機能管理料の算定回数についてみると，かかりつけ歯

科医機能強化型歯科診療所では平均５．５回，かかりつけ歯科

医機能強化型歯科診療所以外の歯科診療所では平均１．１回で

あった。 

小児口腔機能管理料の算定回数が０回の場合，算定していない

理由についてみると，かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所

では「該当する患者がいない」が５７．３％で最も多く，次い

で「算定要件がよくわからない」が２１．５％であった。 

かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所以外の歯科診療所では

「該当する患者がいない」が６６．６％で最も多く，次いで

「算定要件がよくわからない」が２３．５％であった。（以下

略） 

施設調査の結果⑧ 

＜口腔機能管理料＞（報告書Ｐ５３，５５） 

【口腔機能管理料】 

口腔機能管理料の算定回数についてみると，かかりつけ歯科医

機能強化型歯科診療所では，平均４．０回，かかりつけ歯科医

機能強化型歯科診療所以外の歯科診療所では平均０．３回であ

った。 

算定回数が０回の場合，算定していない理由についてみると，

かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所では「診断に必要な機

器を持っていない」が３６．０％で最も多く，次いで「該当す

る患者がいない」が３５．０％であった。かかりつけ歯科医機

能強化型歯科診療所以外の歯科診療所では「該当する患者がい

ないが４８．３％で最も多く，次いで」「診断に必要な機器を

持っていない」が３９．６％であった。（以下略） 

（引用終わり） 

ｂ 上記ａに記載した中医協診療報酬改定結果検証部会の資料「検

－５－２令和２年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（令

和３年度調査）の報告案について」「かかりつけ歯科医機能の評

価や歯科疾患管理料の評価の見直しの影響及び歯科疾患の継続的

管理等の実施状況調査報告書（案）」には，以下の記載がなされ

ている。 

（引用開始） 

Ⅱ 調査の結果 

２ 施設調査 

（１）施設の概要（令和３年７月１日現在） 

⑩－５「かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所」の施設基準
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について，現時点で不足している要件（⑩－３で「満たしてい

ない」を選択した場合のみ集計） 

かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所でない歯科診療所の，

「かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所」の施設基準につい

て調査時点で不足している要件についてみると，「過去１年間

に歯科訪問診療１・２の算定回数，連携する在宅療養支援歯科

診療所１・２に依頼した歯科訪問診療の回数が計５回以上」が

７２．０％で最も多く，次いで「過去１年間の歯周病安定期治

療（Ⅰ）（Ⅱ）の算定回数が計３０回以上」が５９．６％，

「過去１年間のフッ化物歯面塗布処置，エナメル質初期う蝕管

理加算の算定回数が計１０回以上」が５４．１％であった。

（以下略） 

⑩－６「かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所」の届出に関

する今後の意向（⑩で「かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療

所」を選択していない場合のみ集計） 

かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所ではない歯科診療所の，

「かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所」の届出に関する今

後の意向についてみると，「届出を行う意向がある」が３１．

１％，「届出を行う意向はない」が５３．７％，「その他」１．

９％であった。 

届出を行う意向がない理由としては，施設基準を満たすことが

難しい，歯科衛生士の雇用予定がないため，スタッフが少ない

ため等があげられた。（以下略） 

（５）新型コロナウイルス感染症に伴う医療提供状況等の変化 

⑥ 接触感染や飛沫感染に対する対策として実施中の対策と，

そのうち新型コロナウイルス感染症流行以前からの対策 

接触感染や飛沫感染に対する対策として実施中の対策と，

そのうち新型コロナウイルス感染症流行以前からの対策をみ

ると，ほとんどの選択肢で，新型コロナウイルス感染症の流

行以前からの取組割合と比較して，新型コロナウイルス感染

症の流行以降からの取組割合が大幅に高かった。（以下略） 

⑦ 上記以外の新型コロナウイルス感染症や緊急事態宣言に伴

う受療行動の変化や患者への健康影響等 

設問①～⑥以外の新型コロナウイルス感染症や緊急事態宣

言に伴う受療行動の変化や患者への健康影響等をみると，か

かりつけ歯科医機能強化型歯科診療所では「高齢者の来院が

減った」が６２．６％で最も多く，次いで「予約なしの急患

が減った」が２７．８％，「小児の患者の来院が減った」が
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２６．９％であった。その他の歯科診療所でも，「高齢者の

来院が減った」が６３．５％で最も多く，次いで「予約なし

の急患が減った」が３７．２％，「小児の患者の来院が減っ

た」が３１．６％であった。（以下略） 

３ 患者調査 

（３）新型コロナウイルス感染症の影響による受療行動の変化

等について 

② 受療行動の変化の内容（①で「受診に関する行動の変化

があった」を選択した場合のみ集計） 

受診に関する行動の変化があった場合の内容についてみ

ると，かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の患者で

は，「受診頻度が減った」が最も多く６９．７％，次い

で「受診したかったが我慢した」が４１．４％であった。 

その他の歯科診療所の患者でも，「受診頻度が減った」

が７６．０％と最も多く，次いで「受診したかったが我

慢した」が４２．８％であった。 

なお，両方の調査票の「その他」の内容としては，体調

を確認し受診するかを決めた，受診の必要性をあらかじ

め電話で確認した，空いている時間・時期に変更した等

があげられた。（以下略） 

③ 受診する歯科診療所を変更した場合の理由（②で「受診

する歯科診療所を変えた」を選択した場合のみ集計） 

受診する歯科診療所を変えた場合の理由についてみると，

かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の患者では，

「在宅勤務（休校，自宅学習等）の頻度が増え，自宅近

くの診療所に通うことにしたため」と「ホームページ等

を見て，感染対策をしっかり行っている診療所に変えよ

うと思ったため」が最も多くともに３２．３％であった。

次いで，「通っていた診療所が診療時間等の制限を行い，

受診しにくくなったため」が２５．８％であった。 

その他の歯科診療所の患者では，「ホームページ等を見

て，感染対策をしっかり行っている診療所に変えようと

思ったため」と「その他が」最も多くともに２６．３％

であった。次いで，「在宅勤務（休校，自宅学習等）の

頻度が増え，自宅近くの診療所に通うことにしたため」

と「通っていた診療所が診療時間等の制限を行い，受診

しにくくなったため」がともに２１．１％であった。

（以下略） 
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⑧ 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ，歯科診療所

に求めること 

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ，歯科診療所

に求めることについてみると，かかりつけ歯科医機能強

化型歯科診療所の患者では，「（新型コロナウイルス感

染症の）感染対策の徹底」が最も多く８７．８％であっ

た。次いで，「キャッシュレス決済」が１３．１％，

「オンライン診療（歯磨き指導，緊急対応法，口腔機能

評価など）の実施」が７．９％であった。 

その他の歯科診療所の患者でも，「（新型コロナウイル

ス感染症の）感染対策の徹底」が最も多く８５．８％で

あった。次いで，「キャッシュレス決済」が１３．１％， 

「オンライン診療（歯磨き指導，緊急対応法，口腔機能

評価など）の実施」が７．５％であった。（以下略） 

（引用終わり） 

（イ）中医協 診療報酬基本問題小委員会 

ａ ２０２１年１１月１０日に開催された中医協診療報酬基本問題

小委員会（第２０７回）の資料「診療報酬調査専門組織 医療技

術評価分科会からの報告について」の「診－１参考２医療技術評

価分科会における評価の対象となる技術（案）令和３年１１月４

日」には，以下の記載がなされている。 

（引用開始） 

１－① 学会等から医療技術評価分科会に提案書の提出された技

術のうち，医療技術評価分科会における評価の対象となるもの 

（表 略） 

（引用終わり） 

ｂ ２０２２年１月１９日に開催された中医協診療報酬基本問題小

委員会（第２０８回）の資料「診療報酬調査専門組織 医療技術

評価分科会からの報告について」の「診－２－１医療技術の評価

（案）令和４年１月１８日」には，以下の記載がなされている。 

（引用開始） 

１（１）診療報酬改定において対応する優先度が高い技術 

①うち，学会等から医療技術評価分科会に提案のあったもの 

（表略） 

（引用終わり） 

（ウ）中医協 調査実施小委員会 

ａ ２０２１年１１月２４日に開催された中医協調査実施小委員会

（第５４回）の資料「第２３回医療経済実態調査の報告について」
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の「実―１第２３回医療経済実態調査（医療機関等調査）報告

（令和３年１１月２４日公表）の概要」には，以下の記載がなさ

れている。 

（引用開始） 

２ 集計結果 

（１）１施設あたりの損益状況（年度） 

④歯科診療所 

（個人）報告書Ｐ８３８ 

（表：略） 

（医療法人）報告書Ｐ３２ 

（表：略） 

（２）新型コロナウイルス感染症関連の補助金（従業員向け慰労金

を除く）の状況 

④歯科診療所 

（開設者別）報告書Ｐ３２，８３８ 

（表：略） 

（３）１施設あたりの損益状況（月次） 

③歯科診療所 

（個人）報告書Ｐ９６８ 

（表：略） 

（医療法人）報告書Ｐ５５４ 

（表：略） 

（４）職種別常勤職員１人平均給料年（度）額等 

③歯科診療所 

（医療法人）報告書Ｐ３０２ 

（表：略） 

（個人）報告書Ｐ９１０ 

（表：略） 

（引用終わり） 

（エ）中医協 診療報酬調査専門組織（医療機関等における消費税負担

に関する分科会） 

２０２１年１２月２日に開催された中医協診療報酬調査専門組織 

医療機関等における消費税負担に関する分科会（第２２回）の資料

「消費税率１０％への引上げに伴う補てん状況の把握結果等につい

て」の「税―２令和４年度診療報酬改定における対応（案）」には，

以下の記載がなされている。 

（引用開始） 

○ 令和２年度の医療機関等の消費税負担（５～１０％部分）の診
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療報酬による補てん状況については，医科，歯科，調剤を合わせ

た全体の補てん率は１０３．９％となっており，また，医科全体，

歯科，調剤それぞれをみても，補てん不足になっていない状況。 

○ 令和２年度については，新型コロナウイルス感染症の影響があ

り，上乗せを行った診療報酬項目の減少のほか，患者減に伴う課

税経費の減少，消毒・マスク・機器整備等の感染対策のための課

税経費の増加など，補てん額と負担額の双方にぶれが生じている

と考えられ，令和２年度のデータにより，上乗せ点数の厳密な検

証を行うことは困難。 

○ このため，令和４年度診療報酬改定においては，診療報酬の上

乗せ点数の見直しは行わないこととして，引き続き，消費税負担

額と診療報酬の補てん状況を把握して検証を行うことが適当でな

いか。 

（引用終わり） 

（オ）中医協 保険医療材料等専門組織 

ａ ２０２１年５月２０日に開催された中医協 保険医療材料等専

門組織（令和３年度第２回）の資料「競合製品・競合企業リスト」

には，以下の記載がなされている。 

（引用開始） 

競合品目・競合企業リスト 令和３年４月６日 

申請品目 フィジオマグネット 申請年月日 令和２年１月２ 

４日 

申請者名 ＮＥＯＭＡＸエンジニアリング株式会社 

上記申請品目に係る競合品目，競合企業及びその選定理由は以下

のとおりです。 

販売名／開発名競合企業名 

競合品目１ ジーシー ギガウス  株式会社ジーシー 

競合品目２ ジーシー ギガウスＣ 株式会社ジーシー 

競合品目３ マグフィットＤＸ   愛知製鋼株式会社 

競合品目を選定した理由 

競合品目１：競合品目１は，申請品目と同様に磁力を利用して

補綴物又はインプラントアバットメントと義歯等

を連結することを目的とし，またダイレクトボン

ディング法を採用している（承認番号２１５００

ＢＺＺ００６４１０００）。 

競合品目２：競合品目２は，申請品目と同様に磁力を利用して

補綴物又はインプラントアバットメントと義歯等

を連結することを目的とし，またダイレクトボン
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ディング法を採用している（承認番号２１６００

ＢＺＺ００３１８０００）。 

競合品目３：競合品目３は，申請品目と同様に磁力を利用して

補綴物又はインプラントアバットメントと義歯等

を連結することを目的としている（承認番号２１

５００ＢＺＺ００４１１０００）。磁石構造体に

使用互換性あるも，ダイレクトボンディング法を

採用していない。 

（引用終わり） 

ｂ ２０２１年６月１７日に開催された中医協 保険医療材料等専

門組織（令和３年度第３回）の資料「競合製品・競合企業リスト」

には，以下の記載がなされている。 

（引用開始） 

競合品目・競合企業リスト 令和３年４月６日 

申請品目 フィジオマグネット 申請年月日 令和３年６月７ 

日 

申請者名 株式会社ケディカ 

上記申請品目に係る競合品目，競合企業及びその選定理由は以下

のとおりです。 

販売名／開発名競合企業名 

競合品目１ ジーシー ギガウス  株式会社ジーシー 

競合品目２ ジーシー ギガウスＣ 株式会社ジーシー 

競合品目３ マグフィットＤＸ   愛知製鋼株式会社 

競合品目を選定した理由 

競合品目１：競合品目１は，申請品目と同様に磁力を利用して

補綴物又はインプラントアバットメントと義歯等

を連結することを目的とし，またダイレクトボン

ディング法を採用している（承認番号２１５００

ＢＺＺ００６４１０００）。 

競合品目２：競合品目２は，申請品目と同様に磁力を利用して

補綴物又はインプラントアバットメントと義歯等

を連結することを目的とし，またダイレクトボン

ディング法を採用している（承認番号２１６００

ＢＺＺ００３１８０００）。 

競合品目３：競合品目３は，申請品目と同様に磁力を利用して

補綴物又はインプラントアバットメントと義歯等

を連結することを目的としている（承認番号２１

５００ＢＺＺ００４１１０００）。磁石構造体に
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使用互換性あるも，ダイレクトボンディング法を

採用していない。 

（引用終わり） 

ｃ ２０２１年１２月８日に開催された中医協 保険医療材料等専

門組織（令和３年度第９回）の資料「競合製品・競合企業リスト」

には，以下の記載がなされている。 

（引用開始） 

競合品目・競合企業リスト 令和３年１１月８日 

申請品目 ベラビューＸ８００ 申請年月日 令和３年１１月 

８日 

申請者名 株式会社モリタ製作所 

上記申請品目に係る競合品目，競合企業及びその選定理由は以下

のとおりです。 

販売名／開発名競合企業名 

競合品目１ 認証番号２２８ＡＡＢＺＸ０００６１０００ ア

ーム型Ｘ線ＣＴ診断装置ＳＯＬＩＯ  ＸＺＸⅡ 

朝日レントゲン 

競合品目２ 認証番号２２６ＡＣＢＺＸ０００１７０００ デ

ジタル式歯科用パノラマ・断層撮影Ｘ線診断装置

／アーム型Ｘ線ＣＴ診断装置，トロフィーパンス

マートオシリス２Ｄ／３Ｄ  株式会社エム・デ

ィ・インスツルメンツ 

競合品目３ 認証番号３０３ＡＣＢＺＸ００００６０００ デ

ジタル式歯科用パノラマ・断層撮影Ｘ線診断装置，

アーム型Ｘ線ＣＴ診断装置プレキシオン３Ｄエク

スプローラーＰＫＯ プレキシオン株式会社 

競合品目を選定した理由 

競合品目１：当社製品と同様の一般的名称であり，同じカテゴ

リー製品を製造販売しているため 

競合品目２：当社製品と同様の一般的名称であり，同じカテゴ

リー製品を製造販売しているため 

競合品目３：当社製品と同様の一般的名称であり，同じカテゴ

リー製品を製造販売しているため 

（引用終わり） 

ｄ 上記ｃに記載した保険医療材料等専門組織（令和３年度第９回）

の議事録には，以下の記載がなされている。 

（引用開始） 

Ｃ２申請 ベラビューＸ８００ 
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○ 保険医療材料等専門組織委員長／ありがとうございます。次に，

Ｃ２申請「ベラビューＸ８００」につきまして，御審議いただき

ます。まずは事務局から説明をお願いいたします。 

○ 事務局（事務局より，保険適応原案について説明。） 

○ 保険医療材料等専門組織委員長／ありがとうございました。審

議に先立ちまして，製造販売業者から意見表明を聞くこととなっ

ております。では，事務局は，株式会社モリタ製作所の方にウェ

ブ会議へ参加していただいてください。 

（意見表明者入室） 

○ 保険医療材料等専門組織委員長／早速ですが，６分以内で意見

を述べてください。 

○ 意見表明者／それでは，６ページを御覧ください。ベラビュー

Ｘ８００の意見表明をさせていただきます。７ページは，目次で

す。意見表明の説明の流れになります。 

８ページ，本品の概要です。製造販売業者は，弊社，モリタ製

作所。販売名が，ベラビューＸ８００です。類別，一般的名称，

認証年月日。ここは誤記がありまして，大変失礼しました。認

証番号は以下のとおりで，製品概要としましては，エックス線

発生器と検出器を対向する形で設けた回転アームと，頭部計測

撮影のための撮影機構を備えた装置です。右にその外観図を示

しております。 

９ページは，参考までに，弊社のエックス線撮影装置で撮った

パノラマ断層撮影の画像例です。２つございます。 

１０ページは「希望書の概要」です。希望区分はＣ２で，算定

方式は特定保険医療材料の算定区分を希望しないとしておりま

す。 

１１ページは「適用疾患及び治療の実態」です。「対象患者」

は，エックス線撮影を行う際の患者に局所の腫脹や疼痛の症状

があり，強い嘔吐反射のため口内法撮影が困難であるケースが

対象となります。「治療の実態」としましては，現在，そうい

った口内撮影の代わりに，全顎パノラマ断層撮影を行うことに

なっております。これが現在，保険請求上，認められておりま

す。従来のフローが，右に示してある図になります。 

１２ページには，東京都歯科医師会が発行している保険請求の

Ｑ＆Ａがございまして，Ｑ４６で，このように嘔吐反射の場合

のパノラマ撮影が算定できることを解説しております。 

１３ページは，推定患者数及び予想販売高ですが，推定患者数

は１９万４，０００人／年としております。その根拠としまし
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ては，パノラマ断層撮影の年間実施件数が１，９４０万人と想

定しておりまして，そのうちの１％を対象と考えております。

下の左の棒グラフが年間件数の推移でして，右がパノラマ断層

撮影に対する嘔吐反射の患者の割合を日本大学の歯学部付属病

院で調べた結果，その割合が１％と出ておりますのでこれを参

考としました。 

１４ページは予想販売高で，４億１，０００万としております。

この金額算出の際に，技術料として斜位撮影の点数を準用しま

した。準用に関しましては，後ほど説明いたします。 

１５ページ目は「既存技術との比較」です。今回の課題の解決

としまして，従来の歯科用パノラマ断層撮影を用いて，局所の

みにエックス線を照射するような制御を用いることで，局所の

パノラマ断層撮影，今回の希望である部分パノラマ断層撮影を

得ることが解決策と考えました。下の図には，部分パノラマ領

域の選定は，弊社の装置で，このようにパノラマの領域を選定

することができまして，その撮影の結果を右の図に示しており

ます。 

１６ページ目は「既存技術に対する本技術の優位性」としまし

ては，被曝線量を低減できることが言えるかと思います。下の

棒グラフですが，これまでの全顎パノラマ断層撮影装置の被曝

量に対して，部分パノラマを行う上の棒グラフですが，被曝線

量が低減されることがお分かりいただけるかと思います。 

１７ページ目は，従来の判断フローの比較になります。今回希

望している部分パノラマ断層撮影を追加するのが，赤枠のとこ

ろになります。 

１８ページ「準用技術」です。先ほど述べましたように，斜位

撮影を準用すると弊社で検討しました。その根拠としましては，

今回の部分パノラマ断層撮影の特徴としましては，３つござい

ます。 

・ 局所的な撮影方法であること。 

・ 撮影領域が限定されていること。 

・ 口内法が困難な場合に，代替的に行う撮影である。 

この３つの特徴と最も類似するものとして，斜位撮影があると

判断しました。それでもって，斜位撮影の点数を準用しまして，

医療経済上の有用性を算定しました。増額分に関しましては，

２１３点掛ける対象患者数で，４億１，０００万ほど。減額分

に関しましては，これまで全顎パノラマ撮影を行っていました

ので，そこの４０２点から２１３点を引いたもので，７億７，
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０００万。最終的な経済効果としては，マイナス３億６，００

０万と試算しております。以上で，意見表明を終わります。 

○ 保険医療材料等専門組織委員長／ありがとうございました。委

員の方から御質問はございますでしょうか。 

○ 委員／一つよろしいでしょうか。 

○ 保険医療材料等専門組織委員長／お願いいたします。 

○ 委員／一つお伺いしたいのですが，今，御説明の中で画像の質

についての言及がなかったのですが，診断する上で何か支障とな

るような，例えば口内法と比べて画質が不十分であるとか，診断

を見誤るようなファクターがあるかどうかについては検討された

のでしょうか。 

○ 意見表明者／今回のケースに関しましては，もともと対象患者

として，強い嘔吐反射があるために，口内法撮影ができないケー

スを想定しておりますので，口内法が撮れませんので，そういう

意味で対象外と考えております。 

○ 委員／仮に質が悪くても，仕方がないという意味で聞いたので

すが，それほどではないと考えてよろしいのでしょうか。 

○ 意見表明者／はい。それほど遜色ない結果が得られるのではな

いかと考えております。 

○ 委員／これは新技術ということですが，ハードウエア上で通常

のパノラマの機械と何か変更したりする必要があるのですか。ソ

フトウエア上だけでできるのですか。 

○ 意見表明者／弊社の場合でしたら，ソフトウエア上の変更で対

応可能です。 

○ 委員／なるほど。分かりました。ありがとうございます。 

○ 保険医療材料等専門組織委員長／ほかに御質問はありますか。

お願いします。 

○ 委員／少し重複の質問になるかもしれませんが，今，画質とい

う話があったと思うのですが，今の御社の画像を見る限り，そん

なに前歯部というか，前歯の部分の画像が悪いという感覚はなか

ったのですが，一般的には，パノラマ撮影の場合，前歯部などは，

画質が口内法などに比べてどうしても落ちるということなのです

が，この辺りは昔と違って大分改善されているという理解でよろ

しいのでしょうか。 

○ 意見表明者／はい。現在，そういう意味では，全てにおいてと

は言い切れないかもしれませんが，画質は向上していると考えて

おります。 

○ 委員／分かりました。ありがとうございます。あともう一点な
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のですが，これも先ほど別の委員から，御社の場合は，ソフトウ

エアの改善という形で今回，このような形で新技術ということに

なっているのですが，他社のことを御承知でないかもしれません

が，一般的に，メカニズム的には大体どこも同じような感じなの

でしょうか。 

○ 意見表明者／恐らくそうだと思います。照射部位を限定するよ

うに，制御方法を変えることで実現できると考えておりますので，

機械的な部分を何か変更するということではないと認識しており

ます。 

○ 委員／分かりました。ありがとうございます。以上です。 

○ 保険医療材料等専門組織委員長／ほかにありますか。では，私

から伺いたいのですが，部分パノラマ領域の選択は，確実にター

ゲティングが得られるといいますか，撮像範囲に関心領域が必ず

入るような工夫はできるのでしょうか。 

○ 意見表明者／はい。一応といいますか，先ほど１５ページにお

示しした選択の領域に基づいて結果が出ると認識しております。 

○ 保険医療材料等専門組織委員長／確実に撮影できればいいので

すが，撮影したところから外れてしまう。部分だからこそぴった

りと枠の中に入らないと駄目だと思うのですが，技術的には確実

に入るような仕組みなのですね。 

○ 意見表明者／はい。そこは，弊社の中でそういった確認をして

おりますので，大丈夫かと思います。 

○ 保険医療材料等専門組織委員長／ありがとうございます。よろ

しいでしょうか。それでは，これで意見表明の聴取を終了いたし

ます。意見表明者は御退室ください。 

○ 意見表明者／ありがとうございました。 

（意見表明者退室） 

○ 保険医療材料等専門組織委員長／保険適用原案につきまして，

御議論をお願いいたします。いかがでしょうか。よろしいでしょ

うか。 

○ 委員／企業が持ってきた話ということなのですが，これは現実

には，パノラマとして算定すると，恐らく，今までの１つの歯の

写真よりもかなり高く算定されるわけですが，嘔吐反射のある方

で全部を撮っていたのが，一部だけ撮って，一部だけ算定すると

いうことで，経済効果というか，保険の経済効果としては，非常

に効果があると思います。診療上，効果があるかは分からないで

すが，これは１．何％の人が嘔吐反射があるのでという理由でパ

ノラマを撮影していたのが，一部だけ算定できるようになったと
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いうことで，安く算定されるようになったということで，経済効

果的にはよろしいと思います。 

○ 保険医療材料等専門組織委員長／ありがとうございます。 

○ 委員／私も同感です。今回，嘔吐反射だけと限定がついていま

すが，一般の患者でも部分的にこのような形で撮ることができれ

ば，なおさらいいと思いますが，多分，まず，そういったところ

の中で，今回，嘔吐反射の患者限定ということだと認識しており

ます。以上です。 

○ 保険医療材料等専門組織委員長／ありがとうございます。ほか

によろしいでしょうか。それでは先生方の御意見を集約いたしま

すと，ベラビューＸ８００は，決定区分Ｃ２，特定保険医療材料

としては設定せず，新規技術料にて評価するということでよろし

いでしょうか。 

（首肯する委員あり） 

（引用終わり） 

イ 諮問庁が理由説明書で主張する事実に対する審査請求人の認否・

反論 

理由説明書（下記第３の３（２）「審査請求人の主張について」及

び（３）「文書の探索について」）に対して，以下のとおり反論す

る。 

（ア）理由説明書（下記第３の３（２））「診療報酬の改定については，

「注」の内容も含め数多くの改定項目の全てについて，個々に根拠

を積み上げた上で改正後の点数を決めているものではなく，他の改

定項目の点数との調整も併せて，政策的な評価や全体的な財政影響

等を勘案して総合的に判断して決定しているものである。」につい

て 

諮問庁が，中医協のウェブサイトにおいて公開している下記ａな

いしｈの行政文書は，諮問庁が政策的な評価や全体的な財政影響等

を勘案するために取得，作成した行政文書であり，本件対象文書に

該当する。 

ａ 上記ア（ア）ａに記載した中医協資料は，Ａ０００初診料の注

１及びＡ００２再診料の注１に関する検討内容が分かる資料であ

り，本件請求文書に該当する。 

（ａ）上記第ア（ア）ａの引用部分の「施設調査の結果⑤」には，

「歯科点数表の初診料の注１に規定する施設基準」（以下「歯

初診」という。）の届出を行っていない理由として，「院内感

染防止対策に係る研修を受講している常勤の歯科医師がいない」

が挙げられている。 
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（ｂ）２０２２年４月診療報酬改定では，院内感染防止対策を推進

し，新興感染症にも適切に対応できる体制を確保する観点から，

歯初診を届出た保険医療機関が算定する初診料が３点，再診料

が３点引き上げられた。 

（ｃ）上記（ｂ）に記載した点数引き上げは，上記（ａ）に記載し

た，院内感染防止対策に係る研修を受講している常勤の歯科医

師の確保にも資するものである。 

（ｄ）したがって，上記ア（ア）ａに記載した中医協資料は，初診

料の注１及び再診料の注１に関する検討内容が分かる資料であ

り，本件対象文書に該当する。 

ｂ 上記ア（ア）ａに記載した中医協資料は，Ｂ０００－４－２小

児口腔機能管理料（以下「小機能」という。）の注１に関する検

討内容が分かる資料であり，本件請求文書に該当する。 

（ａ）上記ア（ア）ａの引用部分の「施設調査の結果⑦」には，小

機能を算定していない理由として，「該当する患者がいない」

が挙げられている。 

（ｂ）２０２２年４月診療報酬改定では，小機能の対象患者の年齢

が１５歳未満から１８歳未満に拡大された。 

（ｃ）上記（ｂ）に記載した対象年齢の拡大は，上記（ａ）に記載

した，小機能の対象患者の拡大に資するものである。 

（ｄ）したがって，上記ア（ア）ａに記載した中医協資料は，小機

能の注１に関する検討内容が分かる資料であり，本件対象文書

に該当する。 

ｃ 上記ア（ア）ａに記載した中医協資料は，Ｂ０００－４－３口

腔機能管理料（以下「口機能」という。）の注１（に係る留意事

項通知（１））に関する検討内容が分かる資料であり，本件請求

文書に該当する。 

（ａ）上記ア（ア）ａの引用部分の「施設調査の結果⑧」には，口

機能を算定していない理由として，「該当する患者がいない」

が挙げられている。 

（ｂ）２０２２年４月診療報酬改定では，口機能の対象患者の年齢

が６５歳以上から５０歳以上に拡大された。 

（ｃ）上記（ｂ）に記載した対象年齢の拡大は，上記（ａ）に記載

した，口機能の対象患者の拡大に資するものである。 

（ｄ）したがって，上記ア（ア）ａに記載した中医協資料は，口機

能の注１に関する検討内容が分かる資料であり，本件対象文書

に該当する。 

ｄ 上記ア（ア）ｂに記載した中医協資料は，Ｉ０１１－２歯周病
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安定期治療（以下「ＳＰＴ」という。）の注２及び注３に係るか

かりつけ歯科医機能強化型歯科診療所（以下「か強診」という。）

に関する検討内容が分かる資料であり，本件請求文書に該当する。 

（ａ）上記ア（ア）ｂの引用部分のⅡ２（１）⑩－５には，か強診

の施設基準の要件のうち，不足している要件について，「過去

１年間の歯周病安定期治療（Ⅰ）（Ⅱ）の算定回数が計３０回

以上」が挙げられており，同引用部分の⑩－６には，か強診の

届出を行う意向がない理由として，施設基準を満たすことが難

しいことが挙げられている。 

（ｂ）２０２２年４月診療報酬改定では，か強診の施設基準の要件

が下記のとおり改定され，継続的な口腔管理の算定実績に歯周

病重症化予防治療（以下「Ｐ重防」という。）が算入可能とな

った。 

（改正前）ア 過去１年間にＳＰＴ（Ⅰ）またはＳＰＴ（Ⅱ）

をあわせて３０回以上算定していること。 

（改正後）ア 過去１年間にＳＰＴまたはＰ重防をあわせて３

０回以上算定していること。 

（ｃ）上記（ｂ）に記載したか強診の施設基準の要件の改定は，上

記（ａ）に記載した，か強診の施設基準の要件を緩和するもの

で，か強診の届出保険医療機関の拡大に資するものである。 

（ｄ）したがって，上記ア（ア）ｂに記載した中医協資料は，ＳＰ

Ｔの注２及び注３に関する検討内容が分かる資料であり，本件

対象文書に該当する。 

ｅ 上記ア（ア）ｂに記載した中医協資料は，Ａ０００初診料の注

１及びＡ００２再診料の注１に関する検討内容が分かる資料であ

り，本件請求文書に該当する。 

（ａ）上記ア（ア）ｂの引用部分のⅡ２（５）⑥及び⑦，及びⅡ３

（３）②，③及び⑧には，新型コロナウイルス感染症に対する

院内感染防止対策及び緊急事態宣言に伴う患者の受療行動の変

化が挙げられている。 

（ｂ）２０２２年４月診療報酬改定では，歯初診の施設基準の要件

が下記のとおり改定され，院内感染防止対策に係る標準予防策

及び新興感染症に対する対策の研修の受講が明確化された。 

（改正前）（３）歯科外来診療の院内感染防止対策に係る研修

を４年に１回以上，定期的に受講している常勤

の歯科医師が１名以上配置されていること。 

（４）職員を対象とした院内感染防止対策に係る標

準予防策等の院内研修等を実施していること。 
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（改正後）（３）歯科外来診療の院内感染防止対策に係る標準

予防策及び新興感染症に対する対策の研修を４

年に１回以上，定期的に受講している常勤の歯

科医師が１名以上配置されていること。 

（４）職員を対象とした院内感染防止対策に係る標

準予防策及び新興感染症に対する対策等の院内

研修等を実施していること。 

（ｃ）上記（ｂ）に記載した歯初診の施設基準の要件の改定は，上

記（ａ）に記載した，新型コロナウイルス感染症に対する院内

感染防止対策の強化及び患者の受療行動の変化への対応に資す

るものである。 

（ｄ）したがって，上記ア（ア）ｂに記載した中医協資料は，初診

料の注１及び再診料の注１に関する検討内容が分かる資料であ

り，本件請求文書に該当する。 

ｆ 上記ア（ア）ａ及びｂに記載した中医協資料及び引用部分の表

に記載した申請団体から提出された資料は，下記（ａ）ないし

（ｊ）に記載した改正となった点数の根拠が分かる資料及び改正

となった「注」に関する検討内容が分かる資料であり，本件請求

文書に該当する。 

（ａ）Ｅ０００写真診断 ２口 歯科部分パノラマ断層撮影 

（ｂ）Ｅ１００撮影料 ２口 歯科部分パノラマ断層撮影の場合 

（ｃ）Ｍ０１５－３ ＣＡＤ／ＣＡＭインレー 

（ｄ）１００８－２ 注４ Ｎｉ―Ｔｉロータリーファイル加算 

（ｅ）Ｍ００９充填（歯科充填材料料Ⅲの廃止） 

（ｆ）Ｄ００２－６口腔細菌定量検査（口腔バイオフィルム感染症

に対する検査） 

（ｇ）Ｉ０１１歯周基本治療 歯周ポケット掻爬の廃止 

（ｈ）Ｅ０００ 写真診断 ３ 歯科用３次元Ｘ線断層撮影の留意

事項通知（１）「複雑な解剖学的根管形態等を確認する特段の

必要性が認められる場合」の要件追加 

（ｉ）Ｂ０００―４―２ 小児口腔機能管理料（小機能） 

（ｊ）Ｍ０１１―２レジン前装チタン冠 

ｇ 上記ア（ウ）及び（エ）に記載した中医協資料は，上記ア（ア）

の引用部分のⅡ２（１）⑩－６に記載した，か強診の届出を行う

意向がない理由の１つである「歯科衛生士の雇用予定がない」

「スタッフが少ない」等を踏まえたか強診の施設基準の要件に関

する検討や，消費税率１０％への引上げに伴う初診料，再診料の

点数引上げ等の検討に当たり，政策的な評価や全体的な財政影響
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等を勘案して総合的に判断するために諮問庁が作成，取得した行

政文書であり，本件請求文書に該当する。 

ｈ 上記ア（オ）ａないしｄに記載した中医協資料及び引用部分に

記載した申請者から提出された資料は，下記（ａ）ないし（ｃ）

に記載した改正となった点数の根拠が分かる資料及び改正となっ

た「注」に関する検討内容が分かる資料であり，本件請求文書に

該当する。 

また，上記ア（オ）ｄの引用部分に記載した「保険適用原案」

は，下記（ｂ）及び（ｃ）に記載した改正となった点数の根拠

が分かる資料及び改正となった「注」に関する検討内容が分か

る資料であり，本件請求文書に該当する。 

（ａ）Ｍ０２１－３磁性アタッチメント 

（ｂ）Ｅ０００写真診断２口 歯科部分パノラマ断層撮影 

（ｃ）Ｅ１００撮影料２口 歯科部分パノラマ断層撮影の場合 

（イ）理由説明書（下記第３の３（２））「全ての改定項目について

個々に根拠を積み上げた文書を作成・取得するものではなく，開示

した行政文書のように改定項目として中央社会保険医療協議会にお

いて審議するものがある一方，それ以外の項目については審査請求

人が指摘する歯科初診料等を含め，個々に根拠を積み上げた文書は

作成・取得していない。」及び理由説明書（下記第３の３（３））

について 

本件対象文書は，２０２２年２月９日中医協答申別表において改

正となった点数の根拠が分かる資料及び改正となった「注」に関す

る検討内容が分かる資料であり，「個々に根拠を積み上げた文書」

に限定したものではない。 

諮問庁は，理由説明書（下記第３の３（３））において，「関係

部局の書庫等を含め探索したが，原処分において特定した行政文書

のほかに該当する行政文書は確認されなかった。」と説明している

が，諮問庁が「個々に根拠を積み上げた文書」のみを探索したので

あれば，文書探索の範囲が不十分であり，理由説明書（下記第３の

３（３））の説明は，認められない。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件審査請求の経緯 

（１）審査請求人は，令和４年２月１０日付け（同日受付）で，厚生労働大

臣（処分庁）に対して，法３条の規定に基づき，「２０２２年２月９日

に開催された中医協総会（第５１６回）における答申書別紙１－２歯科

診療報酬点数表「別表第二 歯科診療報酬点数表」（以下「中医協答申

別表」という。）における改正となった点数の根拠がわかる資料及び改
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正となった「注」に関する検討内容がわかる資料」（本件請求文書）に

係る開示請求を行った。 

（２）これに対して，処分庁が，令和４年４月１１日付け厚生労働省発保０

４１１第８号により開示決定（原処分）を行ったところ，審査請求人は，

これを不服として，同年７月１４日付け（同月１９日受付）で本件審査

請求を提起したものである。 

２ 諮問庁としての考え方 

本件審査請求については，原処分は妥当であるから，棄却すべきである。 

３ 理由 

（１）原処分について 

本件開示請求は，中医協答申別表に関する根拠及び検討内容がわかる

全ての資料の開示を求めるものであることから，当該根拠等がわかる資

料について，中央社会保険医療協議会において個別に審議が行われた際

の資料を本件対象文書として特定し，開示決定したものである。 

（２）審査請求人の主張について 

審査請求人は審査請求書において，中医協答申別表で改正となった点

数や「注」のうち開示された行政文書に記載がないものを列挙し，その

検討内容がわかる行政文書の存在を主張しているが，診療報酬の改定に

ついては，「注」の内容も含め数多くの改定項目の全てについて，個々

に根拠を積み上げた上で改正後の点数を決めているものではなく，他の

改定項目の点数との調整も併せて，政策的な評価や全体的な財政影響等

を勘案して総合的に判断して決定しているものである。 

したがって，全ての改定項目について個々に根拠を積み上げた文書を

作成・取得するものではなく，開示した行政文書のように改定項目とし

て中医協において審議するものがある一方，それ以外の項目については

審査請求人が指摘する歯科初診料等を含め，個々に根拠を積み上げた文

書は作成・取得していない。 

（３）文書の探索について 

諮問庁において，改めて，本件請求文書に該当する行政文書の保有に

ついて，関係部局の書庫等を含め探索したが，原処分において特定した

行政文書のほかに該当する行政文書は確認されなかった。 

（４）原処分の妥当性について 

上記（２）及び（３）のとおり，開示した本件対象文書以外には本件

請求文書に該当するものとして特定すべき行政文書は存在しないため，

原処分は妥当である。 

４ 結論 

以上のとおり，本件審査請求については，原処分は妥当であるから，棄

却すべきである。 
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第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 令和４年１０月１７日  諮問の受理 

② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年１１月１７日    審査請求人から意見書及び資料を収受 

④ 令和５年７月１４日   審議 

⑤ 同年８月３０日     審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 

本件開示請求は，本件請求文書の開示を求めるものであり，処分庁は本

件対象文書を特定して開示する決定（原処分）を行った。 

これに対して審査請求人は，本件対象文書以外にも，本件請求文書に該

当する文書は存在するはずであるとして，審査請求を提起したものである。 

諮問庁は，処分庁が原処分の際に特定した本件対象文書以外に本件請求

文書に該当する文書は存在しないので，原処分を維持すべきであるとして

いることから，以下，本件対象文書の特定の妥当性について検討する。 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

（１）諮問庁は，理由説明書（上記第３）において，開示した本件対象文書

以外には，本件請求文書に該当する文書は存在しない旨説明するが，審

査請求人は，審査請求書（上記第２の２（１））において，２０２２年

２月９日に開催された中医協総会（第５１６回）における答申書別紙に

は，開示された本件対象文書に記載されていない内容が，主なものだけ

でも３０項目ほど（上記第２の２（１）イ（ア）ａないしａｄ）みられ

るので，当該３０項目について「改正となった点数の根拠がわかる資料

及び改正となった「注」に関する検討内容がわかる資料」が存在するは

ずである旨主張している。 

（２）また，審査請求人は，意見書において，更に具体的に以下の主張を行

っている。 

ア ２０２１年１２月１日に開催された中医協診療報酬改定結果検証部

会（第６４回）の資料「令和２年度診療報酬改定の結果検証に係る特

別調査（令和３年度調査）の報告書案について」の「検－５－１かか

りつけ歯科医機能の評価や歯科疾患管理料の評価の見直しの影響及び

歯科疾患の継続的管理等の実施状況調査報告書（案）概要」は，Ａ０

００初診料の注１及びＡ００２再診料の注１に関する検討内容が分か

る資料であり，本件請求文書に該当する。 

イ 上記アの文書は，小機能の注１に関する検討内容が分かる資料であ

り，本件請求文書に該当する。 

ウ 上記アの文書は，口機能の注１（に係る留意事項通知（１））に関
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する検討内容が分かる資料であり，本件請求文書に該当する。 

エ 中医協診療報酬改定結果検証部会（第６４回）の資料「検－５－２

令和２年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（令和３年度調査）

の報告案について」の「かかりつけ歯科医機能の評価や歯科疾患管理

料の評価の見直しの影響及び歯科疾患の継続的管理等の実施状況調査

報告書（案）」は，ＳＰＴの注２及び注３に係るか強診に関する検討

内容が分かる資料であり，本件請求文書に該当する。 

オ 上記エの文書は，Ａ０００初診料の注１及びＡ００２再診料の注１

に関する検討内容が分かる資料であり，本件請求文書に該当する。 

カ 上記ア及びエの中医協資料及び引用部分の表に記載した申請団体か

ら提出された資料は，下記（ア）ないし（コ）に記載した改正となっ

た点数の根拠が分かる資料及び改正となった「注」に関する検討内容

が分かる資料であり，本件請求文書に該当する。 

（ア）Ｅ０００写真診断 ２口 歯科部分パノラマ断層撮影 

（イ）Ｅ１００撮影料 ２口 歯科部分パノラマ断層撮影の場合 

（ウ）Ｍ０１５－３ ＣＡＤ／ＣＡＭインレー 

（エ）１００８－２ 注４ Ｎｉ―Ｔｉロータリーファイル加算 

（オ）Ｍ００９充填（歯科充填材料料Ⅲの廃止） 

（カ）Ｄ００２－６口腔細菌定量検査（口腔バイオフィルム感染症に対

する検査） 

（キ）Ｉ０１１歯周基本治療 歯周ポケット掻爬の廃止 

（ク）Ｅ０００ 写真診断 ３ 歯科用３次元Ｘ線断層撮影の留意事項

通知（１）「複雑な解剖学的根管形態等を確認する特段の必要性が

認められる場合」の要件追加 

（ケ）Ｂ０００―４―２ 小児口腔機能管理料（小機能） 

（コ）Ｍ０１１―２レジン前装チタン冠 

キ 「２０２１年１１月２４日に開催された中医協調査実施小委員会

（第５４回）の資料「第２３回医療経済実態調査の報告について」の

「実―１第２３回医療経済実態調査（医療機関等調査）報告（令和３

年１１月２４日公表）の概要」及び「２０２１年１２月２日に開催さ

れた中医協診療報酬調査専門組織医療機関等における消費税負担に関

する分科会（第２２回）の資料「消費税率１０％への引上げに伴う補

てん状況の把握結果等について」の「税―２令和４年度診療報酬改定

における対応（案）」」は，上記第２の２（２）ア（ア）ｂの引用部

分のⅡ２（１）⑩－６」に記載した，か強診の届出を行う意向がない

理由の１つである「歯科衛生士の雇用予定がない」「スタッフが少な

い」等を踏まえたか強診の施設基準の要件に関する検討や，消費税率

１０％への引上げに伴う初診料，再診料の点数引上げ等の検討に当た
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り，政策的な評価や全体的な財政影響等を勘案して総合的に判断する

ために諮問庁が作成，取得した行政文書であり，本件請求文書に該当

する。 

（注）「上記第２の２（２）ア（ア）ｂの引用部分のⅡ２（１）⑩－６」

とは，中医協診療報酬改定結果検証部会の資料「検－５－２令和２

年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（令和３年度調査）の

報告案について」「かかりつけ歯科医機能の評価や歯科疾患管理料

の評価の見直しの影響及び歯科疾患の継続的管理等の実施状況調査

報告書（案）」において，以下のように記載されていることを指す。 

Ⅱ 調査の結果 

２ 施設調査 

（１）施設の概要（令和３年７月１日現在） 

⑩－６「かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所」の届出に関

する今後の意向（⑩で「かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療

所」を選択していない場合のみ集計） 

かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所ではない歯科診療所の，

「かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所」の届出に関する今

後の意向についてみると，「届出を行う意向がある」が３１．

１％，「届出を行う意向はない」が５３．７％，「その他」１．

９％であった。 

届出を行う意向がない理由としては，施設基準を満たすことが

難しい，歯科衛生士の雇用予定がないため，スタッフが少ない

ため等があげられた。（以下略） 

ク 「２０２１年５月２０日に開催された中医協 保険医療材料等専門

組織（令和３年度第２回）の資料「競合製品・競合企業リスト」」，

「２０２１年６月１７日に開催された中医協 保険医療材料等専門組

織（令和３年度第３回）の資料「競合製品・競合企業リスト」」，

「２０２１年１２月８日に開催された中医協 保険医療材料等専門組

織（令和３年度第９回）の資料「競合製品・競合企業リスト」」及び

「保険医療材料等専門組織（令和３年度第９回）の議事録」の中医協

資料及び引用部分に記載した申請者から提出された資料は，下記（ア）

ないし（ウ）に記載した改正となった点数の根拠が分かる資料及び改

正となった「注」に関する検討内容が分かる資料であり，本件請求文

書に該当する。 

また，「保険医療材料等専門組織（令和３年度第９回）の議事録」

において事務局が説明する保険適用原案は，下記（イ）及び（ウ）

に記載した改正となった点数の根拠が分かる資料及び改正となった

「注」に関する検討内容が分かる資料であり，本件請求文書に該当
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する。 

（ア）Ｍ０２１－３磁性アタッチメント 

（イ）Ｅ０００写真診断２口 歯科部分パノラマ断層撮影 

（ウ）Ｅ１００撮影料２口 歯科部分パノラマ断層撮影の場合 

（３）そこで，当審査会事務局職員をして諮問庁に対し，更なる補足説明を

求めさせたところ，おおむね，以下のように説明する。 

ア 上記（２）アについて，院内感染防止対策に係る点数の見直しは，

本件で開示決定した２０２１年８月４日中医協総会資料 歯科医療

（その１）のＰ４７及び同年１２月１０日中医協総会資料 歯科医療

（その２）のＰ３８～３９が検討内容の分かる資料となる。このため，

指摘の資料は，審査請求人の求める「『注』に関する検討内容がわか

る資料」には当たらない。 

イ 上記（２）イについて，小機能の対象範囲見直しは，本件で開示決

定した２０２１年８月４日中医協総会資料 歯科医療（その１）のＰ

６３及び同年１２月１０日中医協総会資料 歯科医療（その２）のＰ

５２が検討内容の分かる資料となる。このため，指摘の資料は，審査

請求人の求める「『注』に関する検討内容がわかる資料」には当たら

ない。 

ウ 上記（２）ウについて，口機能の対象範囲見直しは，本件で開示決

定した２０２１年８月４日中医協総会資料 歯科医療（その１）のＰ

６４～６５及び同年１２月１０日中医協総会資料 歯科医療（その２）

のＰ５３～５６が検討内容の分かる資料となる。このため，指摘の資

料は審査請求人の求める「『注』に関する検討内容がわかる資料」に

は当たらない。 

エ 上記（２）エについて，かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の

施設基準見直しは，本件で開示決定した２０２１年８月４日中医協総

会資料 歯科医療（その１）のＰ５６～５８及び同年１２月１０日中

医協総会資料 歯科医療（その２）のＰ４２～４６，６０が検討内容

の分かる資料となる。このため指摘の資料は審査請求人の求める

「『注』に関する検討内容がわかる資料」には当たらない。 

オ 上記（２）オについて，上記アと同様である。 

カ 上記（２）カについて，審査請求人は，上記（２）ア及びエの中医

協総会資料及び引用部分の表に記載した申請団体から提出された資料

が，上記（２）カ（ア）ないし（コ）の根拠となるとする該当部分を

明確に示さず，指摘として不十分である。また，申請団体から提出さ

れた資料として，学会等からの提案書を指しているが，学会等からの

提案書それ自体が点数の根拠又は「注」に関する検討内容が分かる資

料となることはないため，指摘は当たらない。 
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キ 上記（２）キについて，審査請求人が示す２件の資料については，

審査請求人の求める「点数の根拠又は『注』に関する検討内容がわか

る資料」として諮問庁は特定しておらず，総合的に判断するために諮

問庁が作成・取得した行政文書であるという審査請求人の指摘は，飽

くまで審査請求人の推論であり，具体的な根拠に欠ける指摘であるた

め，失当である。 

ク 上記（２）クについて，審査請求人が示す５件の資料については，

審査請求人の求める「点数の根拠又は『注』に関する検討内容がわか

る資料」として諮問庁は特定しておらず，対象文書であるという審査

請求人の指摘は，飽くまで審査請求人の推論であり，具体的な根拠に

欠ける指摘であるため，失当である。 

ケ 上記（１）のとおり，審査請求人は，２０２２年２月９日に開催さ

れた中医協総会（第５１６回）における答申書別紙には，開示された

本件対象文書に記載されていない内容が，主なものだけでも３０項目

ほど（上記第２の２（１）イ（ア）ａないしａｄ）みられるので，当

該３０項目について「改正となった点数の根拠がわかる資料及び改正

となった「注」に関する検討内容がわかる資料」が存在するはずであ

る旨主張している。 

しかしながら，事務プロセスの前提として，多岐にわたる改定項目

について網羅的に検討資料を作成し，中医協総会に諮るものとはな

っていない。中医協総会で審議を行う項目について審議・検討を行

った上で，その他の項目について，点数の調整等，政策的な評価や

全体的な財政影響等を勘案した総合的な判断・決定が行われること

となる。 

そのため，理由説明書に記載のとおり，「全ての改定項目について

個々に根拠を積み上げた文書を作成・取得するものではなく，開示

した行政文書のように改定項目として中医協において審議するもの

がある一方，それ以外の項目については審査請求人が指摘する歯科

初診料等を含め，個々に根拠を積み上げた文書は作成・取得してい

ない。」こととなり，原処分で特定した本件対象文書以外に，本件

請求文書に該当するとして特定すべき文書は見当たらない。 

コ 審査請求人は，上記（１）及び（２）のとおり，様々な論拠・資料

等を挙げ，それらが「改正となった点数や『注』に関する検討内容が

わかる資料」に該当すると主張している。 

しかしながら，開示請求を受けた結果として中医協総会の審議資料

以外の資料が「検討内容がわかる資料」に該当すると判断するに当

たっては，少なくとも，検討のプロセスで示した資料である必要が

あると考える。 
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したがって，一般的にいえば，例えば，全く検討に用いていない資

料，内容的に改正点数や「注」に関連を有しない資料，関連が全く

ないとまではいえないが，その関連性は極めて断片的・微細なもの

又は改正内容（検討プロセス・結果）の趣旨を的確に表していない

資料，そもそも関連性自体が不明な資料等は，諮問庁として，「改

正となった点数や『注』に関する検討内容がわかる資料」に該当す

ると判断することは困難である（勿論，「検討内容がわかる資料」

としてではなく，これ等の文書を明示した上でそれ自体の開示請求

を行う場合は，別意となる。）。 

今回，審査請求人が指摘する様々な資料については，既に上記アな

いしクで述べたとおりであるが，改めて述べておくと，審査請求人

が指摘する上記（２）ア，エ及びキの文書は調査結果の報告等にす

ぎず診療報酬の点数との関係について言及はなく，検討のプロセス

でも示されてはいない。また，保険医療材料等専門組織では，主と

して診療報酬の改定について議論する会議ではないので，上記（２）

クの文書は，診療報酬の改定と関係のない文書となる。このため，

これらの文書はいずれも「改正となった点数や『注』に関する根拠

が分かる資料，検討内容がわかる資料」に該当するとは認められな

い。 

サ 理由説明書にも記載したとおり，念のため，審査請求時点において

も，該当する文書が存在する可能性がある課・室の共用フォルダ，キ

ャビネット，書庫等を探索したが，本件対象文書の外に，本件請求文

書に該当する文書は発見されなかった。 

（４）諮問庁は，上記（３）のとおり，審査請求人が指摘する文書（上記

（２）アないしク）は本件請求文書に該当しない旨説明しており，当審

査会において諮問庁から提示された当該文書を確認した結果を踏まえて

も，これを否定するに足る具体的な事情は見当たらない。 

また，当審査会事務局職員をして調査させた結果を踏まえても，本件

対象文書の外に本件請求文書に該当する文書が存在すると認めるべき事

情は見当たらないことを踏まえると，厚生労働省において本件対象文書

の外に本件請求文書に該当する文書を保有していないとする諮問庁の説

明は，これを是認せざるを得ない。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を

左右するものではない。 

４ 本件開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求文書の開示請求につき，本件対象文書を特定

し，開示した決定については，厚生労働省において，本件対象文書の外に
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開示請求の対象として特定すべき文書を保有しているとは認められないの

で，本件対象文書を特定したことは，妥当であると判断した。 

（第３部会） 

委員 長屋 聡，委員 久末弥生，委員 葭葉裕子 
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別紙 

 

１ 本件請求文書 

２０２２年２月９日に開催された中央社会保険医療協議会総会（第５１６

回）における答申書別紙１－２歯科診療報酬点数表「別表第二 歯科診療報

酬点数表」（以下「中医協答申別表」という。）における改正となった点数

の根拠がわかる資料及び改正となった「注」に関する検討内容がわかる資料 

 

２ 本件対象文書 

（１）２０２１年８月４日中医協資料 歯科医療そのｌ 

（２）２０２１年８月２５日中医協資料 在宅（その１）在宅歯科医療につい

て 

（３）２０２１年１１月１０日中医協資料 在宅（その４）在宅歯科医療につ

いて 

（４）２０２１年１２月１０日中医協資料 歯科医療（その２） 


